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第３章 行財政運営の方向性 

これまで、ビジョン編に掲げる「目指すべき都市像」の実現に向けて、第１章では「分野横断的に

取り組む施策」を、第２章では「まちづくりの基本目標ごとに取り組む施策」を定めてきました。 

「目指すべき都市像」では、子どもから大人までのあらゆる世代のひとや多様なひとが交わり、一

人一人の「思い」がつながって、新しい時代にふさわしい真に豊かな暮らしを創り、様々な分野にお

いて新たな価値を生み出す将来を描いています。 

この都市像の実現に向けては、行政職員一人一人の、市民の命を守る最後のとりでとしての意識や、

個人や地域が引き受けることができない分野を担う責任感などの「思い」を紡ぎ、多様な主体と共に

額に汗することで、市民目線の市政運営につなげていかなくてはなりません。 

そのため、この章では、第１章と第２章に定める施策を着実に、かつ、より効果的に推進していく

ために、現状を踏まえて行財政運営における今後の方向性を定めるとともに、札幌市が北海道やさっ

ぽろ圏の中心都市として発揮すべき役割に関する「北海道と共に発展する札幌市」に向けた取組方針

などを定めます。 

１ 行財政運営における現状

（1）市民ニーズの多様化・複雑化 

少子高齢化の進行、価値観やライフスタイルの多様化などに伴い、行政に対する市民ニーズはます

ます多様化・複雑化していることから、今後は市民ニーズをより的確に捉えながら、市民の視点に立

った行政サービスを提供し、市民生活の質を向上していく必要があります。 

（2）頻発する自然災害や感染症の感染拡大への対応 

昨今頻発する自然災害や感染症の感染拡大への対応に

当たっては、市民などへの情報発信や広報を強化すると

ともに、組織として通常業務と自然災害等への対応業務

を両立させていくため、場所を問わず時間を有効に活用

しながら業務を継続できる環境の整備や業務の効率化等

により、人的資源を創出していくことが必要になります。 

なお、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に当たっ

ては、財政運営の面においても、感染症対策のため、国

からの交付金や財政調整基金を財源とした補正予算を計

上するなど、機動的な対応が求められました。 

▼財政調整基金の推移
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（３）複雑化する福祉課題 

福祉分野において、老老介護138や介護と育児の

双方に直面する世帯、感染症を経ての生活困窮、

孤独・孤立の問題、ヤングケアラーへの支援など、

従前と比べて複合的な課題が顕在化していると

いえます。 

また、児童虐待への対応に当たっては、死亡事

案等に関し、ここ十数年の間に５回の検証報告が

なされ、令和元年（２０１９年）６月に発生した

女児死亡事案139の検証報告書では、「市民の困難を

共感的に洞察し、協働の文化を持つ組織になる必要」との指摘を受けています。 

財政面においては、社会保障制度の生活保護・児童福祉・障がい福祉に要する経費である扶助費の

推移を見ると、子育て世帯や障がいのある方への支援の充実などにより、近年増加傾向にあります。 

（４）限られた経営資源 

札幌市の歳入・歳出総額は増加傾向にありますが、歳入に占める税収の割合が低く、地方交付税へ

の依存度が高い状況にあります。また、歳出では児童福祉や障がい福祉を含む保健福祉費が年々増加

しているほか、公共施設の老朽化も進んでいることから、今後更に財政構造が硬直化することが想定

されます。 

加えて、人口減少が進み、従来のように職員を確保することができない時代の到来が見込まれる中、

上述の市民ニーズの多様化・複雑化、頻発する自然災害や感染症の感染拡大による行政需要の高まり

等に対応していくためには、従来の行財政運営では、人員や予算などの「経営資源」が不足すること

が見込まれます。 

このため、外部人材を効果的に活用しつつ、今ある職員の能力を最大限発揮させることが必要とな

るほか、既存事業・施設・サービスの見直しなど、経営資源の分配がますます重要になってきており、

課題解決に当たっては、市民、企業、各種団体などの様々な主体と連携して取り組んでいくことがこ

れまで以上に求められます。 

138 【老老介護】65歳以上の高齢者を 65歳以上の高齢者が介護する状態。
139 【女児死亡事案】令和元年（２０１９年）６月に２歳女児が死亡した事案。「札幌市子ども・子育て会議児童福祉部会」におい

て事案の経緯などの分析や問題点・課題の整理が行われ、札幌市における児童虐待防止に向けた支援の在り方などが検

証報告書として取りまとめられ、令和２年（２０２０年）３月に提言されている。 

▼扶助費の推移
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▼歳入総額の推移 

▼歳出総額の推移
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２ 行政運営の目指す姿と取組方針・取組例

今後の行政運営に当たっては、市民の利便性の向上に資することはもとより、諸課題に対応した質

の高い行政サービスを持続的に提供していくことが求められることから、注力すべき事柄を明確にし

た上で、最小限のコストで効果の最大化を図っていくことが必要です。 

また、地方自治の前提として、行政と市民との間の信頼関係の構築が不可欠であることから、市民

感覚を大切にしながら、市民が抱える課題を適切に理解・把握の上、科学的根拠に基づいた政策立案・

運営、戦略的な広報などを併せて行っていくことが求められます。 

ここでは、行政運営の方向性として、「行政運営の目指す姿」を次のとおり定めます。 

“市民のために、協働し、挑戦する市役所” 

○市民の困りごとや不安に共感し、市民に寄り添うことを原点に、市民視点に立って 

考え、行動し、期待に応えます。 

○制度をまたぐ複合的な課題を解決するための市役所内での組織横断的な協働文化 

の醸成はもとより、様々な課題に対応した行政サービスを隙間なく提供するため、 

多様な機関・団体との協働・連携を進めます。 

○市民に信頼される市役所を目指し、前例に縛られず、たゆまぬ市役所改革に挑戦し 

続けます。 

次に、この行政運営の目指す姿を実現するための取組方針を次のように定めます。 

誰もが安心して快適に住み続けられるよう、ますます多様化・複雑化する市民ニーズを的確に捉え

ながら、市民一人一人の状況に応じたきめ細かな対応を行うほか、デジタル技術の活用により必ずし

も市民の来庁を必要としない環境を実現するなど、行政サービスの高度化を図ります。 

また、市政情報をより効果的に提供・発信し、市政に対する市民の信頼感を醸成していきます。 

【主な取組の方向性】※括弧内は取組例を指す（第３章において同じ）。 

○多様な市民ニーズへのきめ細やかな行政サービス提供体制の構築（複合的な福祉課題を抱える市

民への支援体制の構築、子ども・子育て家庭への支援体制の強化など） 

○デジタル化や区役所改革など市民目線の行政サービスの構築(行政手続のオンライン化の推進、

書かない窓口の実現に向けた取組、オンライン相談の実施など) 

○市民感覚を踏まえた戦略的な広報の推進（札幌市ホームページの再構築、クロスメディア広報140

の実施など） 

140 【クロスメディア広報】各種メディアの特性を踏まえ、複数のメディアを組み合わせることによる相乗効果により、効果的に

情報発信をすることで、市民の能動的な行動につなげる広報 

①行政サービスの高度化 

行政運営の目指す姿
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限られた経営資源の中でより質の高い行政サービスを将来にわたり提供していくため、行政のデジ

タルトランスフォーメーション（ＤＸ）を計画的に進めることにより、生産性の向上を図るとともに、

科学的根拠に基づく業務プロセスの再構築や徹底した事業の見直しなど、不断の市役所改革に取り組

み、事業効果の最大化を図ります。 

【主な取組の方向性】   

○業務の見える化などの根拠に基づく政策立案（ＥＢＰＭ141や行政評価制度142の効果的な運用など） 

○デジタルツールの活用などによる行政ＤＸの更なる推進（ＩＣＴツールの導入効果を最大化する

ための紙媒体資料の電子化など）  

○業務の集約化・業務プロセスの最適化の取組（行政事務センター143の更なる活用、要介護認定事

務等の個別業務の集約化など） 

社会的課題が複雑化・高度化していく中で、行政だけで課題解決を図ることがますます困難になっ

ていくことが見込まれるため、市民や企業、大学、各種団体などの創意工夫を生かした社会全体によ

る課題解決の重要性が増しております。今後は、様々な主体との連携・協働を推進し、新たな価値を

共に創出することにより、課題解決に取り組んでいきます。 

【主な取組の方向性】   

○市政への市民参加の推進（市民意見の的確な把握や市政への反映に向けた仕組みづくり、市民参

加の促進のための戦略的な情報発信など） 

○民間活力の導入などの多様な主体との連携による行政運営（民間の発想の行政運営への反映や多

様な主体との連携・協働体制の構築、官民連携による施設整備・運営の促進、成果連動型民間委

託144の活用、出資団体・他自治体との連携推進など） 

変化する社会経済情勢や多様な課題に柔軟に対応していくため、従来の価値観にとらわれずに広い

視野を持つ職員を育成するとともに、こうした状況に迅速かつ効果的に適応できる組織づくりを推進

していくことにより、行政経営の質を向上させます。 

【主な取組の方向性】   

○外部人材の登用を含む職員の確保（採用試験制度の見直し、外部人材の任用など）    

○職員力・専門性を向上させる人材の育成と意識改革（キャリア形成につながる研修・人事配置な

ど) 

141 【EBPM】Evidence-Based Policy Making（エビデンス・ベースト・ポリシー・メイキング）の略。政策の企画をその場

限りの事例や体験（エピソード）に頼るのではなく、政策目的を明確化した上で合理的根拠（エビデンス）に基づくものとする

こと。 
142 【行政評価制度】全ての事業や施策を評価し、その結果を公開することにより、より効果的かつ効率的な行政運営の推進

と市政に関する透明性を確保することを目的とした制度 
143 【行政事務センター】業務の効率化を進め、職員が注力すべき業務に人的資源を集中させるため、各種申請の受付処理

やデータ入力といった定型的な業務を集約して実施する組織。令和 3年（2021 年）6 月に設置。 
144 【成果連動型民間委託】行政課題の解決に対応した成果指標値を設定し、その改善状況に連動して委託費を支払う契約

方式。民間事業者の裁量に応じてより高い成果の創出を期待できる。 

②不断の行政改革の推進 

③多様な主体による連携・協働の推進 

④職員力と組織力の向上 
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○誰もが活躍できる職場環境の整備（テレワークの促進等の柔軟な働き方を支援する取組など） 

○変化に柔軟に対応できる組織マネジメント力の強化（管理職のマネジメント力向上の取組や職員

エンゲージメント145の向上施策の実施など） 

○組織間の横の連携強化などのオープンでフラットな組織づくりの推進（柔軟な組織運営の実現、

縦割り打破に向けた継続的な取組など） 

145 【職員エンゲージメント】組織や仕事に対して自発的な貢献意欲を持ち、主体的に取り組んでいる心理状態やその指標 
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３ 財政運営の視点と取組方針

人口減少社会や超高齢社会の到来による社会保障費の増大や老朽化した公共施設の更新費の増加

に加え、新型コロナウイルス感染症対策経費の増加など、今後の財政運営においては、一層不透明さ

が増しています。 

札幌市は、政令指定都市の中でも、大規模な企業が少ないことなどにより市税収入が少ないことか

ら、標準的な行政サービスを自らまかなえる割合が低く、財政基盤が弱いと言えます。 

また、扶助費や人件費など義務的な経費に経常的に支出される割合が高いことから、財政の弾力性

や自由度が低くなっています。 

ここでは、財政運営の方向性として、「財政運営の視点」を次のとおり定めます。 

〇メリハリの効いた財政運営 

札幌市の資源を生かし、新たな価値を生み出して国内外から活力を呼び込むため、行政需要の優 

先度を見極めながら、子育て支援、誰もが生涯活躍できる環境づくり、都心の魅力向上や産業の育 

成など、未来への投資に積極的に資源を配分します。 

〇持続可能な財政構造に向けた不断の見直し 

行政が行うべき役割、サービスの水準、法定外目的税146の導入を含めた受益者負担のあり方など 

についての検証・評価に基づき、事業の再編・再構築を推進します。 

〇将来世代に過度な負担を残さない健全な財政運営 

中長期的な財政の持続可能性を見据えた上で、市債の適切な管理、民間活力等の活用を含めた公 

共施設の整備・更新の管理などにより、将来世代に責任ある財政運営を堅持します。 

次に、この財政運営の視点に基づく施策の取組方針を次のように定めます。 

長期的な財政見通しを試算した上で、中期の期間において事業費と財源の大枠を示し、都市基盤の再整

備や子ども・子育て支援など、資源を重点的に配分した施策を確実に実施します。 

また、時代や市民のニーズに応じて迅速かつ柔軟に各種施策を実施し、より一層の成果につながるよう、

予算編成における各局のマネジメント機能を強化するとともに、各局における自主的な事務事業の見直しを

推進し、予算編成を行っていきます。

【主な取組の方向性】   

○中長期の見通しを踏まえた予算編成 

○公共施設マネジメント147の推進 

146 【法定外目的税】地方税法に定めのある税目以外の税目の地方税で、用途が明確にされたもの 
14７ 【公共施設マネジメント】公共施設等の全体の状況を把握しながら、中長期的な視点を踏まえた計画的な更新・統廃合・長

寿命化の実施による財政負担の軽減・平準化や最適な配置の実現に向けて、公共施設などを管理する仕組み 

財政運営の視点

①計画的な財政運営 
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将来にわたって持続可能なまちづくりを進めていくため、歳入・歳出の全般にわたる見直しを進めます。 

また、行政評価制度の効果的な運用など、事業の検証・評価と再編・再構築を進める「事業見直しサイク

ル」の確立に取り組みます。 

【主な取組の方向性】   

○行政サービスや受益者負担の水準の在り方の検討 

○事業効果に着目した事業見直しサイクルの確立 

持続可能な財政構造への転換を進めていくため、市税などの自主財源を中心とした財政基盤の強化を

図るとともに、財産の戦略的な活用を進めます。 

【主な取組の方向性】   

○税源かん養148の推進 

○公有財産の戦略的な活用 

〇法定外目的税の導入に関する調査・検討 

将来世代に過度な負担を残さないよう、長期的な財政見通しを試算の上、市債管理の考え方や将来の財

政需要に対応する基金活用の方向性を定め、財政規律を堅持します。 

【主な取組の方向性】   

○市債の適切な管理 

○基金の戦略的活用 

148 【税源かん養】無理をすることなく、安定した税財源を確保・創出すること。ここでは、ふるさと納税の仕組み等を活用した

直接的な財源確保に向けた取組だけでなく、産業の育成や企業誘致により税収の増加を目指すといったような間接的な財

源確保に向けた取組を含む。 

②歳入・歳出の改革 

③財政基盤の強化 

④財政規律の堅持 
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４ 「北海道と共に発展する札幌市」に向けた取組方針

今後の人口構造の変化に伴い、税収の減少や行政運営のための人的資源の不足が想定される中にあ

っても、自治体は持続可能な行政サービスを提供し続け、住民福祉の水準を維持・向上させていくこ

とが求められます。 

加えて、少子高齢化や人口減少社会の到来、頻発する自然災害や感染症の感染拡大等の札幌市だけ

では解決できない多様な社会課題に対応していくためには、広域自治体である北海道との連携のほか、

道内他市町村との連携などをこれまで以上に推進していくことが重要になります。

こうした連携を進めていくに当たっては、それぞれが有する強みを生かすとともに、情報を共有し

ながら、資源を融通し合うなど、自治体の枠を超えた連携を行っていく必要があります。  

これらの観点を踏まえ、ここでは「北海道と共に発展する札幌市」に向けた取組方針を次のように

定めます。 

札幌市と北海道の発展は一体の関係にあることから、北海道全体の活性化を図るため、相互に連携・

協力を深めていきます。  

【主な取組の方向性】   

○関係人口149の創出（地域に目を向ける機会の創出プログラムの実施など） 

〇自治体間の制度連携（パートナーシップ宣誓制度150の自治体間連携など） 

○道内各地の魅力発信（札幌市が保有するツールを活用した広報の推進など） 

○脱炭素社会の早期実現に向けた取組（道内各地で発電された再生可能エネルギー電力の市内利用、

道産木材の利用促進など） 

連携中枢都市である札幌市が圏域全体の経済をけん引し、圏域

の住民全体の暮らしを支えるという観点から、さっぽろ連携中枢

都市圏において、様々な分野における連携の深化を図ります。 

【主な取組の方向性】   

○経済成長のけん引(企業誘致における連携、観光資源の共同プロモーションなど)

〇都市機能の活用（公共施設の相互利用など） 

○生活機能の向上（救急医療の維持・向上に向けた取組の推進、地域公共交通の維持・向上に向け

た取組など） 

○人材育成の推進（地元定着の促進など） 

149 【関係人口】定住人口でもなく、観光による交流人口でもない、地域と多様に関わる人々を指す表現 
150 【パートナーシップ宣誓制度】一方か双方が性的マイノリティである二人が、お互いを人生のパートナーとして互いに協力

し合うことを約束した関係であることを宣誓する制度 

②さっぽろ連携中枢都市圏における連携の深化 

①北海道や道内他市町村との連携 

＜資料＞札幌市
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５ 中期実施計画151や個別計画の策定などによる施策の推進

今後、将来にわたって持続可能なまちづくりを進めていくよう長期的な財政見通しを試算した上で、

この戦略編の方向性や視点に沿って、中期実施計画（計画期間は４・５年程度）を策定していくとと

もに、各分野における個別計画の策定や見直しを行いながら、具体的な取組を進めていくことにより、

施策の着実な推進を図ります。

151 【中期実施計画】第２次戦略ビジョンに示すまちづくりの基本的な方向に沿った施策を計画的・効果的に推進していくため、

短中期間で取り組む具体的な事業について定めるとともに、各年度の予算編成や事業執行の指針として策定する計画 

個
別
計
画第２次戦略ビジョンの基本的な方向に沿って

様々な分野における個別計画を策定

個別計画 


